
 

 

 

本ニューズレターは法的助言を目的とするものではなく、個別の案件については当該案件の個別の状況に応じ、日本法または現地法弁護士の適切な助

言を求めて頂く必要があります。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的見解であり、当事務所または当事務所のクライアントの見解ではありま

せん。 

本ニューズレターに関する一般的なお問合わせは、下記までご連絡ください。 
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※本ニューズレターは 2020 年 4 月 14 日までに入手した情報に基づいて執筆しております。  

 

 2020 年 4 月 10 日に公開しました金融ニューズレター「新型コロナウイルス感染症が上場会社の開示実務に与える影響につい

て」に記載のとおり、金融庁は、2020 年 2 月 10 日付で、やむを得ない理由により有価証券報告書及び内部統制報告書並びに四

半期報告書を法定の提出期限までに提出できない場合は、財務(支)局長の承認により各書類の提出期限の延長を認める旨を公

表していましたが、2020 年 4 月 14 日に、新たに金融商品取引法上の開示書類の提出について一律に提出期限の延長を認める

ことを公表いたしました 1。本金融ニューズレター執筆時点において詳細は不明ですが、金融庁は、2020 年 4 月 7 日に新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言が発令されたことに伴い、今後、3 月決算企業をはじめとする多くの企業にお

いて、決算業務や監査業務を例年どおりに進めることが困難になることが想定されることを踏まえ、企業や監査法人が、決算業

務や監査業務のために十分な時間を確保できるよう、有価証券報告書、四半期報告書、半期報告書及び親会社等状況報告書

の提出期限について、企業内容等の開示に関する内閣府令等を改正し、企業側が個別の申請を行わなくとも、一律に本年 9 月

末まで延長するとしています。 

 

 なお、臨時報告書については、新型コロナウイルス感染症の影響により臨時報告書の作成自体を行うことができない場合に

は、かかる事情が解消した後、可及的速やかに提出することで、「遅滞なく」提出したものとして取扱われる旨が改めて公表されて

おり、この点については従前の取扱いから変更がないものと思われます。 

 

 また、上記の金融庁の公表を踏まえて、株式会社東京証券取引所は、2020 年 4 月 14 日に、決算発表の日程について上場会

                                                   
1  金融庁「新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言を踏まえた有価証券報告書等の提出期限の延長について」 (2020 年 4 月 14 日 )

（https://www.fsa.go.jp/news/r1/sonota/20200414.html） 
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社に対して改めて自社の決算作業等の進捗状況を的確に把握し必要な対応を検討する旨の要請を行うと共に、同取引所の有価

証券上場規程第 601 条第 1 項第 10 号に規定する「有価証券報告書又は四半期報告書の提出遅延」について、上場会社が上記

に従って新たに定められる期日（2020 年 9 月末）までに有価証券報告書等を提出しなかった場合に限って適用する旨を公表して

います 2。そのため、有価証券報告書等の提出時期に加えて、上場会社の決算発表の日程にも一定の影響が及ぶ可能性がある

点にも留意が必要と思われます。 

以 上 

 

                                                   
22  株式会社東京証券取引所「『有価証券報告書等の提出期限の延長』に伴う決算発表日程の再検討のお願い」 (2020 年 4 月 14 日 )

（https://www.jpx.co.jp/news/1020/20200414-01.html） 

https://www.jpx.co.jp/news/1020/20200414-01.html


 

 

 

当事務所では、他にもM&A・事業再生・危機管理・ビジネスタックスロー・アジア・中国・中南米・資源/エネルギー等のテーマで弁護士等が時宜にかなった

トピックを解説したニューズレターを執筆し、随時発行しております。バックナンバーは<https://www.jurists.co.jp/ja/newsletters>に掲載しておりますので、

併せてご覧ください。 
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